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 (3)【中間株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日) 

前事業年度の 
株主資本等変動計算書 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高 287,537 287,537 287,537

当中間期変動額    

新株の発行 － 54,500 －

当中間期変動額合計 － 54,500 －

当中間期末残高 287,537 342,037 287,537

資本剰余金    

資本準備金    

前期末残高 242,555 242,555 242,555

当中間期変動額    

新株の発行 － 54,500 －

準備金から剰余金への振替 － △54,500 －

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 242,555 242,555 242,555

その他資本剰余金    

前期末残高 0 － 0

当中間期変動額    

準備金から剰余金への振替 － 54,500 －

自己株式の処分 △0 △2 △0

当中間期変動額合計 △0 54,497 △0

当中間期末残高 － 54,497 －

資本剰余金合計    

前期末残高 242,555 242,555 242,555

当中間期変動額    

新株の発行 － 54,500 －

自己株式の処分 △0 △2 △0

当中間期変動額合計 △0 54,497 △0

当中間期末残高 242,555 297,053 242,555

利益剰余金    

利益準備金    

前期末残高 46,580 46,580 46,580

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 46,580 46,580 46,580

その他利益剰余金    

前期末残高 380,308 390,957 380,308

当中間期変動額    

剰余金の配当 △14,234 △2,511 △28,468

中間純利益 30,399 19,322 38,936

自己株式の処分 △1 － △24

土地再評価差額金の取崩 60 60 206

当中間期変動額合計 16,223 16,871 10,649

当中間期末残高 396,531 407,829 390,957
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日) 

前事業年度の 
株主資本等変動計算書 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日)

利益剰余金合計    

前期末残高 426,888 437,538 426,888

当中間期変動額    

剰余金の配当 △14,234 △2,511 △28,468

中間純利益 30,399 19,322 38,936

自己株式の処分 △1 － △24

土地再評価差額金の取崩 60 60 206

当中間期変動額合計 16,223 16,871 10,649

当中間期末残高 443,112 454,410 437,538

自己株式    

前期末残高 △441 △453 △441

当中間期変動額    

自己株式の取得 △46 △10 △66

自己株式の処分 8 5 54

当中間期変動額合計 △38 △5 △12

当中間期末残高 △479 △458 △453

株主資本合計    

前期末残高 956,540 967,177 956,540

当中間期変動額    

新株の発行 － 109,000 －

剰余金の配当 △14,234 △2,511 △28,468

中間純利益 30,399 19,322 38,936

自己株式の取得 △46 △10 △66

自己株式の処分 6 2 29

土地再評価差額金の取崩 60 60 206

当中間期変動額合計 16,185 125,864 10,636

当中間期末残高 972,725 1,093,041 967,177

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金    

前期末残高 65,936 △97,893 65,936

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △43,533 92,991 △163,829

当中間期変動額合計 △43,533 92,991 △163,829

当中間期末残高 22,402 △4,901 △97,893

繰延ヘッジ損益    

前期末残高 1,629 △1,627 1,629

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △6,423 13,151 △3,256

当中間期変動額合計 △6,423 13,151 △3,256

当中間期末残高 △4,794 11,523 △1,627

土地再評価差額金    

前期末残高 △4,306 △4,511 △4,306

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △60 △60 △205

当中間期変動額合計 △60 △60 △205

当中間期末残高 △4,366 △4,572 △4,511
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日) 

前事業年度の 
株主資本等変動計算書 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等合計    

前期末残高 63,259 △104,032 63,259

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △50,018 106,081 △167,291

当中間期変動額合計 △50,018 106,081 △167,291

当中間期末残高 13,241 2,049 △104,032

純資産合計    

前期末残高 1,019,800 863,145 1,019,800

当中間期変動額    

新株の発行 － 109,000 －

剰余金の配当 △14,234 △2,511 △28,468

中間純利益 30,399 19,322 38,936

自己株式の取得 △46 △10 △66

自己株式の処分 6 2 29

土地再評価差額金の取崩 60 60 206

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △50,018 106,081 △167,291

当中間期変動額合計 △33,832 231,945 △156,654

当中間期末残高 985,967 1,095,090 863,145
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平成20年11月27日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている住友信託銀行株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計

年度の中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上
  

   

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河  合  利  治   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 白  川  芳  樹   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小  倉  加 奈 子   印

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年11月26日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている住友信託銀行株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計

年度の中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月１日、シティグループ・ジャパ 

    ン・ホールディングス株式会社等が保有する日興アセットマネジメント株式会社の株式98.55％ 

   を取得している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年11月６日、中央三井トラスト・ホー 

   ルディングス株式会社との間で株式交換の方法により経営統合を行い、その後中央三井信託銀 

   行株式会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社を吸収合併することについて基本合意し、 

   同日付で「基本合意書」を締結している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上
  

   

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河  合  利  治   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 壁  谷  惠  嗣   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小  倉  加 奈 子   印

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成20年11月27日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている住友信託銀行株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第138期

事業年度の中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上
  

   
  

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河  合  利  治   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 白  川  芳  樹   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小  倉  加 奈 子   印

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年11月26日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている住友信託銀行株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第139期
事業年度の中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ
ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この
中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意
見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、
中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表
示しているものと認める。 
  

追記情報 
 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月１日、シティグループ・ジャパ 
    ン・ホールディングス株式会社等が保有する日興アセットマネジメント株式会社の株式98.55％ 
   を取得している。 
 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年11月６日、中央三井トラスト・ホー 
   ルディングス株式会社との間で株式交換の方法により経営統合を行い、その後中央三井信託銀 
   行株式会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社を吸収合併することについて基本合意し、 
   同日付で「基本合意書」を締結している。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以  上
  

   
  

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河  合  利  治   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 壁  谷  惠  嗣   印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小  倉  加 奈 子   印

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月27日 

【会社名】 住友信託銀行株式会社 

【英訳名】 The Sumitomo Trust and Banking Company, Limited 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  常 陰   均 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

【縦覧に供する場所】 当社東京営業部 

 （東京都中央区八重洲二丁目３番１号） 

 当社神戸支店 

 （神戸市中央区御幸通八丁目１番６号） 

 
当社横浜支店 

 
（横浜市西区南幸一丁目14番10号） 

 
当社名古屋支店 

 
（名古屋市中区栄四丁目１番１号） 

 
当社千葉支店 

 
（千葉市中央区富士見一丁目１番15号） 

 
株式会社大阪証券取引所 

 
（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 
株式会社東京証券取引所 

 
（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社取締役社長 常陰 均は、当社の第139期第２四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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